
(単位:円)

当年度 前年度 増減
Ⅰ資産の部
１ 流動資産

現 金
当 座 預 金
普 通 預 金 △ 2,111,658
定 期 預 金
仮 払 金
未 収 金 △ 75,384
売 掛 金
前 払 費 用 △ 6,495
書 籍 棚 卸 資 産

２ 固定資産
     （１）基本財産

特 定 事 業 基 金 定 期 預 金

     （２）特定資産
退 職 給 付 引 当 資 産 △ 137,000
賞 与 引 当 資 産
減 価 償 却 引 当 資 産
意 見 広 告 積 立 資 産

     （３）その他の固定資産
什 器 備 品 △ 83,028
事 務 所 総 合 設 備 費 △ 249,864
ソ フ ト ウ エ ア △ 274,120
電 話 加 入 権
借 室 敷 金
出 資 金

△ 607,012

資産合計
Ⅱ負債の部
１ 流動負債

未 払 金 △ 91,884
前 受 会 費
諸 預 り 金
賞 与 引 当 金

２ 固定負債
退 職 給 付 引 当 金 △ 137,000

△ 137,000
　負債合計　

負債及び正味財産合計
正 味 財 産 合 計

　１.指定正味財産
指 定 正 味 財 産 合 計　

　２.一般正味財産

科目

<Ⅲ正味財産の部>

流 動 負 債 合 計　

固 定 負 債 合 計

基 本 財 産 合 計 

流 動 資 産 計　

第第二二号号議議案案　　令令和和44年年度度決決算算案案

ⅠⅠ..貸貸借借対対照照表表

令和5年3月31日現在

固 定 資 産 合 計 

（うち基本財産への充当額）
（うち特定資産への充当額）

        そ の 他 固 定 資 産 合 計

特 定 資 産 合 計 
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(単位:円)

当年度 前年度 増減
Ⅰ資産の部
１ 流動資産

現 金
当 座 預 金
普 通 預 金 △ 2,111,658
定 期 預 金
仮 払 金
未 収 金 △ 75,384
売 掛 金
前 払 費 用 △ 6,495
書 籍 棚 卸 資 産

２ 固定資産
     （１）基本財産

特 定 事 業 基 金 定 期 預 金

     （２）特定資産
退 職 給 付 引 当 資 産 △ 137,000
賞 与 引 当 資 産
減 価 償 却 引 当 資 産
意 見 広 告 積 立 資 産

     （３）その他の固定資産
什 器 備 品 △ 83,028
事 務 所 総 合 設 備 費 △ 249,864
ソ フ ト ウ エ ア △ 274,120
電 話 加 入 権
借 室 敷 金
出 資 金

△ 607,012

資産合計
Ⅱ負債の部
１ 流動負債

未 払 金 △ 91,884
前 受 会 費
諸 預 り 金
賞 与 引 当 金

２ 固定負債
退 職 給 付 引 当 金 △ 137,000

△ 137,000
　負債合計　

負債及び正味財産合計
正 味 財 産 合 計

　１.指定正味財産
指 定 正 味 財 産 合 計　

　２.一般正味財産

科目

<Ⅲ正味財産の部>

流 動 負 債 合 計　

固 定 負 債 合 計

基 本 財 産 合 計 

流 動 資 産 計　

第第二二号号議議案案　　令令和和44年年度度決決算算案案

ⅠⅠ..貸貸借借対対照照表表

令和5年3月31日現在

固 定 資 産 合 計 

（うち基本財産への充当額）
（うち特定資産への充当額）

        そ の 他 固 定 資 産 合 計

特 定 資 産 合 計 

(単位:円)

　科目　 当年度 前年度 増減
Ⅰ.一般正味財産増減の部

1.経常増減の部
(1)経常収益

△ 1,296,500

△ 411,182
(2)経常費用

役 員 報 酬 △ 1,755,000
給 料 手 当
退 職 給 付 費 用 △ 233,583
賞 与 引 当 金 繰 入 △ 2,754
福 利 厚 生 費 △ 614,296
研 修 費 △ 19,800
旅 費 交 通 費
諸 会 費 △ 115,515
支 払 手 数 料 △ 48,824
通 信 運 搬 費 △ 386,504
新 聞 図 書 費
減 価 償 却 費
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費
消 耗 什 器 備 品 費
消 耗 品 費 △ 412,056
印 刷 製 本 費
光 熱 水 道 費
賃 借 料
諸 謝 金
会 場 借 上 費
租 税 公 課 △ 1,080
委 託 費
雑 費

役 員 報 酬 △ 195,000
給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入
福 利 厚 生 費
研 修 費 △ 2,200
旅 費 交 通 費 △ 644
諸 会 費 △ 12,835
支 払 手 数 料 △ 5,425
通 信 運 搬 費 △ 11,954
新 聞 図 書 費
減 価 償 却 費
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費
消 耗 什 器 備 品 費
消 耗 品 費 △ 45,784
印 刷 製 本 費
光 熱 水 道 費
賃 借 料
諸 謝 金 △ 8,800
会 場 借 上 費 △ 33,600
租 税 公 課 △ 120
委 託 費
雑 費

△ 4,548,193

△ 4,548,193

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

(2)経常外費用
△ 2

△ 2
△ 4,548,191

Ⅱ.指定正味財産増減の部

Ⅲ.正味財産期末残高

令和4年4月1日から令和5年3月31日まで

基 本 財 産 運 用 益
特 定 資 産 運 用 益
受 取 会 費
雑 収 益

ⅡⅡ..正正味味財財産産増増減減計計算算書書

経　　常　　収　　益　　計

事業費

管理費

経　　常　　費　　用　　計
評価損益等調整前当期経常増減額

当期経常増減額
評価損益等計

一般正味財産期末残高

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

経　　常　　外　　収　　益　　計

経　　常　　外　　費　　用　　計

当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残高

当期経常外増減額

固定資産除却損
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(単位:円)

　科目　 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計
Ⅰ.一般正味財産増減の部

1.経常増減の部
(1)経常収益

(2)経常費用

役 員 報 酬
給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入
福 利 厚 生 費
研 修 費
旅 費 交 通 費
諸 会 費
支 払 手 数 料
通 信 運 搬 費
新 聞 図 書 費
減 価 償 却 費
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費
消 耗 什 器 備 品 費
消 耗 品 費
印 刷 製 本 費
光 熱 水 道 費
賃 借 料
諸 謝 金
会 場 借 上 費
租 税 公 課
委 託 費
雑 費

役 員 報 酬
給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入
福 利 厚 生 費
研 修 費
旅 費 交 通 費
諸 会 費
支 払 手 数 料
通 信 運 搬 費
新 聞 図 書 費
減 価 償 却 費
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費
消 耗 什 器 備 品 費
消 耗 品 費
印 刷 製 本 費
光 熱 水 道 費
賃 借 料
諸 謝 金
会 場 借 上 費
租 税 公 課
委 託 費
雑 費

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

経　　常　　外　　収　　益　　計
(2)経常外費用

△ 5,229,689

Ⅱ.指定正味財産増減の部

Ⅲ.正味財産期末残高

管理費

経　　常　　費　　用　　計

評価損益等計

他会計振替額

経　　常　　外　　費　　用　　計

評価損益等調整前当期経常増減額

正正味味財財産産増増減減計計算算書書内内訳訳書書

令和4年4月1日から令和5年3月31日まで

事業費

基 本 財 産 運 用 益
特 定 資 産 運 用 益
受 取 会 費
雑 収 益

経　　常　　収　　益　　計

指定正味財産期末残高

一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高

当期経常増減額

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

固定資産除却損
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(単位:円)

　科目　 公益目的事業会計 法人会計 内部取引消去 合計
Ⅰ.一般正味財産増減の部

1.経常増減の部
(1)経常収益

(2)経常費用

役 員 報 酬
給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入
福 利 厚 生 費
研 修 費
旅 費 交 通 費
諸 会 費
支 払 手 数 料
通 信 運 搬 費
新 聞 図 書 費
減 価 償 却 費
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費
消 耗 什 器 備 品 費
消 耗 品 費
印 刷 製 本 費
光 熱 水 道 費
賃 借 料
諸 謝 金
会 場 借 上 費
租 税 公 課
委 託 費
雑 費

役 員 報 酬
給 料 手 当
退 職 給 付 費 用
賞 与 引 当 金 繰 入
福 利 厚 生 費
研 修 費
旅 費 交 通 費
諸 会 費
支 払 手 数 料
通 信 運 搬 費
新 聞 図 書 費
減 価 償 却 費
ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 費
消 耗 什 器 備 品 費
消 耗 品 費
印 刷 製 本 費
光 熱 水 道 費
賃 借 料
諸 謝 金
会 場 借 上 費
租 税 公 課
委 託 費
雑 費

2.経常外増減の部
(1)経常外収益

経　　常　　外　　収　　益　　計
(2)経常外費用

△ 5,229,689

Ⅱ.指定正味財産増減の部

Ⅲ.正味財産期末残高

管理費

経　　常　　費　　用　　計

評価損益等計

他会計振替額

経　　常　　外　　費　　用　　計

評価損益等調整前当期経常増減額

正正味味財財産産増増減減計計算算書書内内訳訳書書

令和4年4月1日から令和5年3月31日まで

事業費

基 本 財 産 運 用 益
特 定 資 産 運 用 益
受 取 会 費
雑 収 益

経　　常　　収　　益　　計

指定正味財産期末残高

一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高

当期経常増減額

当期経常外増減額

当期一般正味財産増減額

固定資産除却損

(単位:円)

場所・物量等 使用目的等 金額
（流動資産）

現金
手元保管 運用資金として

預金
当座預金 運用資金として

普通預金 運用資金として

定期預金 運用資金として

仮払金 IFA日本支部共催ｾﾐﾅｰ立替え分（ﾃｰﾌﾟおこし、謝礼）

未収金
租税研究購読料 令和4年度分租税研究講読費として

書籍棚卸資産 出版物 令和4年度末出版物在庫

売掛金 全官報他 書籍有償販売分として

前払費用
三菱地所賃借料 三菱地所株式会社 賃料の前払いとして
PCA会計保守料 令和5年度PCA会計保守料前払いとして

流動資産合計
（固定資産）

基本財産
定期預金

銀行自由金利型定期預金 公益目的保有財産である

銀行大口定期預金 公益目的保有財産である

特定資産
退職給付引当資産 定期預金 退職引当預金として

賞与引当資産 定期預金 賞与引当預金として

減価償却引当資産 定期預金 減価償却引当預金として

意見広告積立資産 定期預金 意見広告のための積立資産であり、特定費用準備資金
として管理されている預金

その他固定資産
什器備品 可動式収納書庫他 公益目的保有財産である

事務所総合設備費 電話敷設・ネット回線等 公益目的保有財産である

電話加入権 公益目的保有財産である

ソフトウェア 会員管理システム 公益目的保有財産である

借室敷金 賃借事務所敷金 公益目的保有財産である

出資金 しんくみグループ保険 公益目的保有財産である

固定資産合計

資産合計
（流動負債）

未払金
租税研究 租税研究印刷費の未払いである
書籍委託発送代 租税研究の発送費の未払いである
コピー代 コピー使用料の未払いである
人材派遣 人材派遣に対する未払いである
出向者給与 出向者給与に対する未払いである
その他 テープおこし等の未払いである

前受会費 会員に対するもの 令和5年度会員の会費の前受である

預り金
所得税預り金 従業員に対するもの 所得税預り金
住民税預り金 従業員に対するもの 住民税預り金

賞与引当金 役員・従業員に対するもの 役員と従業員2名R5.1～R5.3対象月分賞与を積立

流動負債合計
（固定負債）

退職給付引当金 役員・従業員に対するもの 役員と従業員4名に対する退職金の支払いに備えたもの

固定負債合計

負債合計

正味財産合計

　　ⅢⅢ..財財　　産産　　目目　　録録　　

令和5年3月31日現在
貸借対照表科目
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公益認定前取得 公益認定後取得
不可欠特定財産 不可欠特定財産

基本財産 銀行自由金利型定期預金　　　 24,122,178円 公益目的事業

銀行大口定期預金　　　　　　　　 　133,633,232円 公益目的事業

什器備品 可動式収納書庫他　　　　　　　　  　　 179,649円 公益目的事業

事務所総合設備費 電話敷設・ネット回線等　　　　　　 669,665円 公益目的事業

電話加入権 電話加入権                         　 170,310円 公益目的事業

ソフトウェア 会員管理システム 799,517円 公益目的事業

借室敷金 貸借事務所敷金　　　　　　　　　  　13,984,800円 公益目的事業

出資金 しんくみグループ保険　　　　　　　 　　 10,000円 公益目的事業

合計 　　　　　　　　　　　　　　　　 　173,467,389円173,569,351円

公益目的保有財産の明細

財産種別 使用事業
その他の

公益目的保有財産
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公益認定前取得 公益認定後取得
不可欠特定財産 不可欠特定財産

基本財産 銀行自由金利型定期預金　　　 24,122,178円 公益目的事業

銀行大口定期預金　　　　　　　　 　133,633,232円 公益目的事業

什器備品 可動式収納書庫他　　　　　　　　  　　 179,649円 公益目的事業

事務所総合設備費 電話敷設・ネット回線等　　　　　　 669,665円 公益目的事業

電話加入権 電話加入権                         　 170,310円 公益目的事業

ソフトウェア 会員管理システム 799,517円 公益目的事業

借室敷金 貸借事務所敷金　　　　　　　　　  　13,984,800円 公益目的事業

出資金 しんくみグループ保険　　　　　　　 　　 10,000円 公益目的事業

合計 　　　　　　　　　　　　　　　　 　173,467,389円173,569,351円

公益目的保有財産の明細

財産種別 使用事業
その他の

公益目的保有財産

　１.基本財産及び特定資産の明細

(単位:円)

区分 (資産の種類) (期首帳簿価額) (当期増加額) (当期減少額) (期末帳簿価額)
基 本 財 産 定 期 預 金

基本財産計
特 定 資 産 退職給付引当資産

賞 与 引 当 資 産
減価償却引当資産
意見広告積立資産

特定資産計

　２.引当金の明細

(単位:円)

目的使用 その他
賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

合計

　　ⅣⅣ..附附属属明明細細書書　　

令和5年3月31日現在

科目 （期首残高） (当期増加額) （期末残高）
(当期減少額)

令和5年3月31日現在
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1.重要な会計方針

(1)公益法人会計基準(平成20年度改正基準)を採用している。

(2)資産の評価基準及び評価方法は次のとおりである。
　①たな卸資産…移動平均法に基づく原価法

(3)固定資産の減価償却の方法
　①有形固定資産…定額法
　②ソフトウェア（自社利用）･･･社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

(4)引当金の計上基準
　①退職給付引当金は、役員及び職員の退職金支給に備えて、期末現在の職員が
　　自己都合により退職した場合の要支給額を計上している。
　　なお、出向社員については会社都合により退職した場合の要支給額を計上している。

　②賞与引当金は、役員及び職員に支給する賞与に備えて、支給見込み額の内
　 当期に属する額を計上している。

(5)消費税等の会計処理は、消費税込み額で表示している。

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記
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2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
　
　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位:円)

科目 (前期末残高) (当期増加額) (当期減少額) (当期末残高)

基本財産
定 期 預 金

小計(基本金)

特定資産
退 職 給 付 引 当 資 産
賞 与 引 当 資 産
減 価 償 却 引 当 資 産
意 見 広 告 積 立 資 産

小計(特定資産)
合計

3.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位:円)

基本財産
定 期 預 金

小計(基本金)

特定資産
退 職 給 付 引 当 資 産
賞 与 引 当 資 産
減 価 償 却 引 当 資 産
意 見 広 告 積 立 資 産

小計(特定資産)
合計

4.固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位:円)

科目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
什 器 備 品
事 務 所 総 合 設 備 費

合計

(うち一般正味
財産からの充当

額)

(うち負債に
対応する額)

令和5年3月31日現在

令和5年3月31日現在

令和5年3月31日現在

科目 (当期末残高)
(うち指定正味
財産からの充当

額)

1.重要な会計方針

(1)公益法人会計基準(平成20年度改正基準)を採用している。

(2)資産の評価基準及び評価方法は次のとおりである。
　①たな卸資産…移動平均法に基づく原価法

(3)固定資産の減価償却の方法
　①有形固定資産…定額法
　②ソフトウェア（自社利用）･･･社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

(4)引当金の計上基準
　①退職給付引当金は、役員及び職員の退職金支給に備えて、期末現在の職員が
　　自己都合により退職した場合の要支給額を計上している。
　　なお、出向社員については会社都合により退職した場合の要支給額を計上している。

　②賞与引当金は、役員及び職員に支給する賞与に備えて、支給見込み額の内
　 当期に属する額を計上している。

(5)消費税等の会計処理は、消費税込み額で表示している。

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記
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